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資料 ２ 

令和５年 市議会９月定例会提案予定議案（補正予算・一般会計５号） 

 

【補正額】 

 ・歳入歳出とも  ３４５，３５６千円の増額 

  ※補正後予算額  ６８，６３３，３２０千円 

 

補正予算 

歳出 

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格

高騰重点支援地方交付金）を活用した事業 

 

① 障害者福祉運営事業／障害福祉課 

障害福祉サービス等事業所支援金の追加  

 

１４，４２０千円 → １７，８５２千円 

 

報償費  ３，４３２千円増 

 

 市内障害福祉サービス等事業所（158事業所）に対して、令和５年 10月～令和６

年１月の期間について、価格高騰に伴う支援を行うため、経費を追加するもの。 

 

 ガソリン代、食材費、光熱費の負担増を抑えるため支援する。 

 

 

② 高齢者生活支援事業／介護保険課 

介護保険サービス事業所支援金の追加  

 

６１，０００千円 → ９１，６９７千円 

 

報償費  ３０，６９７千円増 

 

 市内介護保険サービス事業所（395事業所）に対して、令和５年 10月～令和６年

１月の期間について、価格高騰に伴う支援を行うため、経費を追加するもの。 

 

 ガソリン代、食材費、光熱費の負担増を抑えるため支援する。 
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③ 老人福祉センター管理運営事業／高齢者いきいき課 

老人福祉センターに対する光熱費補助の追加 

 

３，６５３千円 → ６，８９９千円 

 

補助金  ３，２４６千円増 

 

 老人福祉センター運営事業者に対して、令和５年 10 月～令和６年１月の期間に

ついて、価格高騰に伴う補助を行うため、経費を追加するもの。 

 

 ガソリン代、光熱費（電気・ガス）の負担増を抑えるため支援する。 

 

④ 私立保育所等助成事業／保育課 

民間保育所等給食費・光熱費補助金の追加  

 

２３，２５６千円 → ３９，２５２千円 

 

補助金  １５，９９６千円増 

 

 民間保育所等に対して、令和５年 10月～令和６年１月の期間について、価格高騰

に伴う補助を行うため、経費を追加するもの。 

 

 光熱費については、児童一人あたり、月額 450 円を補助する（自園調理を行わな

い園は 280 円）。給食費については、児童一人一食あたり 30 円を補助する（宅配

方式の場合は、値上げ相当額（上限 40円））。 

 

⑤ 医療・保健関係団体支援事業／市民健康課 

医療機関等光熱費等支援金の追加  

 

０千円 → ４３，４０６千円 

 

報償費  ４３，１５３千円増 

消耗品費    １０１千円増 

郵便料     １５２千円増 

 

 医療機関等に対して、令和５年 10月～令和６年１月の期間について、価格高騰に

伴う支援を行うため、経費を追加するもの。 

 

 光熱費および食材費の上昇相当額について支援する。 
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⑥ 農業振興運営事業／農水課 

肥料等高騰支援補助金の追加 

 

１０，１１０千円 → １６，８５０千円 

     

補助金  ６，７４０千円増 

 

 農業従事者に対して、年度下半期分について、価格高騰に伴う補助を行うため、

経費を追加するもの。 

 

 肥料及び燃油代の負担増を抑えるため支援する。 

 

 

⑦ 水産業振興運営事業／農水課 

燃料費高騰支援補助金の追加 

 

９，４００千円 → １２，５００千円  

     

補助金  ３，１００千円増 

 

 水産業従事者に対し、年度下半期分について、価格高騰に伴う補助を行うため、

経費を追加するもの。 

 

 漁船に利用するガソリン、軽油、加工時に使用する灯油代の負担増を抑えるため

支援する。 

 

 

⑧ 公衆浴場助成事業／商工課 

公衆浴場設備整備費等補助金の追加 

 

２，０４５千円 → ２，８０５千円  

     

補助金  ７６０千円増 

 

 一般公衆浴場事業者に対し、令和５年 10月～令和６年１月の期間について、価格

高騰に伴う補助を行うため、経費を追加するもの。 
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⑨ 公共交通支援事業／都市計画課 

鉄道事業者電力価格高騰対策補助金の追加 

 

０千円 → ７，０１２千円 

 

補助金  ７，０１２千円増 

 

 鉄道事業者（２社）に対して、令和５年 10月～令和６年１月の期間について、価

格高騰に伴う支援を行うため、経費を追加するもの。 

 

 電気料金の負担増を抑えるため支援する。 

 

 

⑩ 重点事業就園支援事業／こども支援課 

私学助成幼稚園の給食費補助金の追加  

 

２９６千円 → ５４８千円 

 

補助金  ２５２千円増 

 

 市内の私学助成幼稚園（新制度未移行幼稚園）のうち宅配方式で給食を提供して

いる園に対して、令和５年 10月～令和６年１月の期間について、価格高騰に伴う

補助を行うため、経費を追加するもの。 

 

 児童一人一食あたり値上げ相当額（上限 40円）を補助する。 

 

 

⑪ 中学校給食事務／学務課 

中学校給食賄材料費の追加  

 

４，４４４千円 → ８，３３１千円 

     

賄材料費  ３，８８７千円増 

 

 保護者負担を抑え、中学校給食の質を維持するため、令和５年 10月～令和６年１

月の期間について、価格高騰に伴う補助を行うため、経費を追加するもの。 

 

 生徒一人一食あたり 20円を賄材料費に追加する。 
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２ その他事業 

 

① 国県支出金等返還金／企画課、財政課 

国県支出金等返還金の追加 

 

０千円 → １０３，９２０千円 

 

償還金、利子及び割引料  １０３，９２０千円増 

 

 過年度に交付を受けた国県支出金の返還に要する費用を追加しようとするもの。 

 

 

② 私立保育所等助成事業／保育課 

（仮称）民間保育所等紙おむつ処分費補助金に係る経費の追加 

 

０千円 → ３，５００千円 

 

補助金  ３，５００千円増 

 

 県が新たに創設した補助制度にあわせて、民間保育所等が児童の使用済み紙おむ

つを回収・処分した際の費用に対する補助を行うため、経費を追加するもの。 

 

 一施設あたり５０千円～１５０千円を補助する。負担割合は、県 1/2、市 1/2。 

 

 

③ 私立保育所等助成事業／保育課 

保育所等における送迎用バスへの安全装置設置に係る経費の追加 

 

０千円 → ７００千円 

 

補助金  ７００千円増 

 

 送迎用バスを所持している民間保育所等に対して、置き去り防止のためのブザー

設置等に必要な経費を補助する（負担割合：国 10/10）。 

 

 送迎用バス１台あたり１７５千円を補助する。 
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④ 感染症対策事業／新型コロナウイルスワクチン接種担当 

新型コロナウイルスワクチン個別接種推進支援金の追加 

 

１２，０００千円 → ４５，０００千円 

 

報償費  ３３，０００千円増 

 

 新型コロナウイルスワクチンの個別接種に協力し、特に接種件数の多い診療所に

対しての支援金を令和５年６月補正予算において予算措置しているが、想定以上

の件数があり、令和５年９月以降の秋接種分について不足が見込まれることから、

必要な経費を追加するもの（負担割合：国 10/10）。 

 

⑤ 重点事業廃棄物処理施策推進事業／環境施設課 

名越中継施設整備に係る発注支援等業務委託の経費の追加 

 

０千円 → ２２，６４９千円 

 

委託料  ２２，６４９千円増 

 

 名越中継施設整備に係る発注支援業務委託については、令和６年度までの債務負

担行為を設定し、令和４年７月 25日に契約を締結している。 

 

 当初は、最終年度である令和６年度に一括で委託料を支出する予定だったが、各

年度の進捗に応じた支出に合わせて「循環型社会形成推進交付金」の交付を受け

ることで国と協議が整ったことから、今年度に支出を予定している委託料につい

て補正を行うもの。 

 

 

⑥ 名越クリーンセンター管理運営事業／環境センター 

名越クリーンセンター内破砕機室等の石綿除去業務委託に係る経費の追加 

 

０千円 → １０，０９０千円 

 

委託料  １０，０９０千円増 

 

 名越中継施設整備に向けた調査として、既存施設の石綿含有建材の調査を実施し

たところ、破砕機室等にて石綿含有建材が検出されたことから、速やかに除去を

行うため、必要となる経費を追加するもの。 
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⑦ 重点事業がけ地対策事業／みどり公園課 

既成宅地等防災工事補助金の追加 

 

６５，０００千円→７５，０００千円 

 

補助金  １０，０００千円増 

 

・ 防災に関するニーズが高まっており、約３か月間で当初予算の半額以上の申請が

あり、補助金を増額補正するもの。 

 

・ 民有斜面地の防災工事等について、対象経費の 1/2（防災工事：上限 500万円、伐

採工事：上限 100万円）を助成するもの。 

 

 

⑧ 緑地保全事業／みどり公園課 

民有緑地維持管理助成事業費の追加 

 

４５，６６７千円 → ５７，６６７千円 

 

補助金  １２，０００千円増 

 

・ 防災に関するニーズが高まっており、約３か月間で当初予算の約 77％分の事前申

請の提出があり、補助金を増額補正するもの。 

 

・ 民有緑地の伐採、剪定や倒木処理について、対象経費の 1/2（伐採工事：上限 100

万円）を助成するもの。 

 

 

⑨ 公園維持管理事業／みどり公園課 

夫婦池公園堤体補修設計に係る経費の追加 

 

０千円 → １５，２１３千円 

 

委託料  １５，２１３千円増 

 

・ 令和５年４月下旬頃から基礎部分の崩落が見込み以上のスピードで進行したこと

から、事業スケジュールを前倒して対応するため、堤体の状態や地層の構造を調

査し、本復旧工事の工法選択及び設計業務を行うための経費を追加するもの。 
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⑩ 重点事業市営住宅管理運営事業／都市整備総務課 

市営深沢第６住宅アスベスト調査事業に係る経費の追加 

 

０千円 → ３，１９０千円 

 

委託料  ３，１９０千円増 

 

 深沢地域整備事業に伴い、他の市営住宅に先立って市営深沢第６住宅を解体する

ため、事前にアスベスト含有の有無について調査するもの。 

 

 

⑪ 重点事業中学校施設整備事業／学校施設課 

不登校特例校設置事業に係る外構工事設計事業費の追加 

 

０千円 → ４，２４６千円 

 

委託料  ４，２４６千円増 

 

・不登校特例校の設置にあたり、舗装等敷設や擁壁築造などの外構工事を行うための

設計を委託するもの。 

 

 

⑫ 体育施設管理運営事業／スポーツ課 

体育館等コインロッカー備品購入費の追加 

 

０千円 → ８，３２０千円 

 

備品購入費  ８，３２０千円増 

 

 体育館等に設置してあるコイン式ロッカーで老朽化が激しいものについて取り替

えるため、必要な経費を追加するもの。 
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歳入 

（国庫支出金） 

① 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金（10/10） 

２７６，８８２千円→３０９，８８２千円 

（３３，０００千円増/新型コロナウイルスワクチン接種担当） 

 歳出で説明の新型コロナウイルスワクチン個別接種推進支援金の追加に伴う増 

 

② 保育対策総合支援事業費補助金（10/10） 

０千円→７００千円 

（７００千円増/保育課） 

・ 歳出で説明の保育所等における送迎用バスへの安全装置設置補助事業の追加に伴

う増 

 

③ 循環型社会形成推進交付金（補助率１/３） 

０千円→６，７９４千円 

（６，７９４千円増/環境施設課） 

 歳出で説明の名越中継施設整備に係る発注支援等事業の追加に伴う増 

 

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は年度末に歳入補正予定 

 

 

（県支出金） 

① 保育所等紙おむつ処分事業費補助金（補助率１/２） 

０千円→１，７５０千円 

（１，７５０千円増/保育課） 

 歳出で説明の（仮称）民間保育所等紙おむつ処分事業費補助金の追加に伴う増 

 

 

（繰越金） 

① 前年度繰越金の増額 

６００，０００千円→９０３，１１２千円 

（３０３，１１２千円増/財政課） 

 歳出の増額に伴う前年度繰越金の増 
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繰越明許費  

 

① 公園維持管理事業／みどり公園課 

夫婦池公園堤体補修設計事業 

 

・堤体の本復旧工事の工法選択及び設計業務について、契約締結から業務完了までに

６か月の期間を要することから年度内の完了が困難であるため、繰越明許費を設定

するもの。 

 

繰越明許費  １５，２１３千円  
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債務負担行為  

 

① 重点事業特別保育事業／保育課 

 保育士派遣業務委託事業費（緊急一時預かり事業分） 

 

 公立保育園において実施している緊急一時預かり事業では、人材派遣事業者と契

約を締結し、保育士の派遣を受けるなどして対応している。 

 

 令和６年度についても、緊急預かり事業分として２名の派遣を予定しているが、

人材の確保等に要する準備期間が必要となることから、令和５年度中に一般競争

入札による事業者選定を前倒しして実施するため、補正予算により債務負担行為

を設定するもの。 

 

債務負担行為設定額   １１，１８７千円 

債務負担行為設定期間  令和５年度から令和６年度まで 

 

・ 年割額   令和５年度 ０千円 

令和６年度 １１，１８７千円 

 

 

② 公立保育所管理運営事業／保育課 

保育士派遣業務委託事業費（通常保育分） 

 

 公立保育園における定員を超えた児童の弾力的受入れや、障害児の受入れについ

ては、人材派遣事業者と契約を締結し、保育士の派遣を受けるなどして対応して

いる。 

 

 令和６年度についても、通常保育分として７名の派遣を予定しているが、人材の

確保等に要する準備期間が必要となることから、令和５年度中に一般競争入札に

よる事業者選定を前倒しして実施するため、補正予算により債務負担行為を設定

するもの。 

 

債務負担行為設定額   ３６，６５７千円 

債務負担行為設定期間  令和５年度から令和６年度まで 

 

年割額   令和５年度 ０千円 

令和６年度 ３６，６５７千円 
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③ 重点事業市営住宅管理運営事業／都市整備総務課 

入居者移転支援業務委託事業費 

 

 深沢地域整備事業の事業スケジュールに合わせ、市営深沢第６住宅の入居者転居

を確実かつ速やかに行うため、移転先調整や移転作業等の支援を行うもの。 

 

 支援期間が約１年間となるため、令和５年 11 月を目途に事業者との契約を終え

る必要があり、令和５年度から令和６年度までの債務負担行為を設定する。 

 

債務負担行為設定額   ６，８９７千円 

債務負担行為設定期間  令和５年度から令和６年度まで 

 

・ 年割額   令和５年度         ０千円 

令和６年度     ６，８９７千円 

 

 

④ 重点事業指令活動事業／指令情報課 

高機能消防指令センター更新事業費 

 

・ 高機能消防指令センターの機器について、令和６年度末に現行の機器の耐用年数

が満了することから、機器の更新を行い、併せて、機器の更新にあたって必要な

施工管理についても行うもの。 

 

・ 機器の更新にあたり、約 13カ月間の契約期間が必要となることから、令和５年

から令和６年度までの債務負担行為を設定しようとするもの。 

 

債務負担行為設定額  ８８３，６４２千円 

債務負担行為設定期間 令和５年度から令和６年度まで 

 

   年割額 令和５年度        ０千円 

         令和６年度  ８８３，６４２千円 
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資料 ２ 

⑤ 重点事業中学校施設整備事業／学校施設課 

不登校特例校設置事業費 

 

 不登校特例校設置事業に係る校舎のリース契約について債務負担行為の設定を行

うもの。 

 

 当初は、埋蔵文化財の発掘調査後に建物設計を進める予定だったが、試掘の結果、

遺構を極力保存するために埋蔵文化財発掘調査範囲を建物の基礎等を設置する範

囲に限定して行う必要性が生じたため、重点事業の計画の順序を変更した。 

この変更により、発掘調査に先行して建物や外構工事の設計を行うこととした

ため、補正予算に計上しようとするもの。 

 

債務負担行為設定額   ６２９，２００千円 

債務負担行為設定期間  令和５年度から令和 16年度まで 

 

年割額 令和５年度             ０千円 

    令和６年度        １５，７２９千円 

令和７年度～15年度  各年６２，９１６千円 

令和 16年度        ４７，２２７千円 
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資料 ２ 

令和５年 市議会９月定例会提案予定議案 

（補正予算・国民健康保険事業特別会計１号） 

 

【補正額】 

 ・歳入歳出とも  ７，９７３千円の増額 

  ※補正後予算額  １７，００５，６７３千円 

 

補正予算 

歳出 

① 国民健康保険運営事業／保険年金課 

産前産後保険料免除制度対応国民健康保険システム改修委託料の追加  

 

０千円 → ７，９７３千円 

 

委託料  ７，９７３千円増 

 

 全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を

改正する法律により、産前産後期間における国民健康保険料を免除する制度が令

和６年１月１日から施行されるため、システム改修に必要な経費を追加するもの。 

 

 産前産後期間における国民健康保険料を免除し、その免除相当額を国・県・市で

負担することとなる。 

 

歳入 

 県支出金 特別調整交付金 ７，９７３千円 
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資料 ２ 

令和５年 市議会９月定例会提案予定議案（補正予算・下水道事業会計１号） 

 

【補正額】 

・資本的支出       ２２１，７１６千円の増額 

※補正後予算額   ３，５６４，８０５千円 

  

【内容】 

支出 

① 公共下水道（汚水）改築工事費／下水道河川課 

公共下水道（汚水）改築工事請負費の追加 

 

０千円 → ２２１，７１６千円 

 

工事請負費   ２２１，７１６千円増 

 

【内容説明】 

・ 国道 134 号稲村ケ崎駅入口交差点付近において、令和元年８月 13 日の高波によ

り、道路擁壁の破損と海側歩道部の沈下が発生したため、工事を行い、令和２年度

から実施し、令和５年度で完了する予定で事業を進めていたもの。 

 

・ 当初の設計条件と実際の現場の状況が変わってきていることなどから、工事費に

不足が生じ、令和２年度に施工した仮配管の本布設の施工が完了していない状況。 

 

・ 仮配管は歩道上に露出配管されており安全性を早期に確保する必要があるため、

予算の補正を行い、本工事の早期完成を図るもの。 

 

収入 

 企業債      ２１０，６００千円 

 当年度利益剰余金  １１，１１６千円 

 


